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第1章 消費者行政の概要                
 

第１節 消費者行政の歩み 
 

年  月 内      容 

昭和４５年 ４月 

      ５月 

・消費生活モニター制度発足（昭和６３年３月廃止） 

・消費生活苦情相談員制度発足（現在の消費生活相談員） 

  ４７年 ２月 

      ４月 

      ９月 

・第１回消費生活展開催（平成１６年３月廃止） 

・経済部商工課消費対策係新設 

・消費者と経営者の懇談会開催（平成元年度まで） 

  ４９年 １月 

      ２月 

      ５月 

      ６月 

・石油パニックに伴い，洗剤の優先配布実施 

・柏市消費生活安定緊急対策本部設置 

・ノー包装キャンペーン推進協議会発足 

・生鮮食品「消費者サービスデー」実施（平成元年３月廃止） 

  ５０年 ５月 

 

      ６月 

・消費生活センター（課内出先機関）ファミリかしわ３

階に新設 

・消費者講座開設 

  ５１年 ５月 

 

      ６月 

・消費者行政推進協議会発足（柏市消費者行政推進協議

会要領施行） 

・消費生活通信講座開設（平成９年３月廃止） 

  ５２年 ６月 ・移動消費者講座開設（平成１８年度から消費者講座に統合） 

  ５３年 ８月 ・青空市開催（平成５年３月廃止） 

  ５４年 ４月 ・経済部消費生活課新設 

  ５５年 ４月 ・安全三法に基づく立入検査事務の県知事権限委譲 

  ５６年 ７月 ・石けん利用推進協議会発足（平成２２年３月から休止） 

  ５７年 ５月 ・モデル地区石けん普及事業実施（平成６年３月廃止） 

  ６０年 ４月 ・新生児に粉石けん配布（平成９年３月廃止） 

  ６３年 ４月 ・消費生活コーディネーター制度発足 

平成 ３年 ３月 

 

      ５月 

 

     １２月 

・放射能測定器設置（平成１６年６月放射能測定器故障

による放射能測定事業廃止） 

・柏市消費者教育推進連絡会発足（柏市消費者教育推進 

 連絡会要領施行） 

・消費生活センター全面改装 

   ７年 ４月 

      ６月 

      ８月 

・柏市消費生活センター条例施行（平成２４年８月廃止） 

・柏市消費者教育相談員規則施行（平成２８年４月廃止） 

・消費生活センター内に消費者ルーム新設 
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   ８年 ４月 ・柏市消費生活相談員規則施行（平成２８年４月廃止） 

  １３年 ７月 ・消費生活センターがそごう柏店アネックス館５階へ移 

 転 

１６年 ６月 ・消費者保護基本法から消費者基本法へ改正 

１７年 ３月 

    ４月 

・柏市・旧沼南町合併 

・子ども向け消費者教育出前講座「子ども消費者教室～

マナブーと楽しく学ぼう～」を開始（平成２７年３月廃止） 

  １９年１２月 ・東葛多重債務問題対策フォーラム発足 

  ２０年 ２月 

      ４月 

・多重債務問題対策庁内連絡会発足 

・機構改革に伴い経済部から市民生活部へ移行 

・計量業務開始（中核市移行） 

  ２１年 ４月 

      ９月 

・機構改革に伴い市民活動推進課出先機関から課へ移行 

・消費者庁発足 

  ２４年 ２月 

      ４月 

      ８月 

 

・主任消費生活相談員制度導入 

・持ち込みによる食品・井戸水等の放射性物質測定開始 

・消費生活センターが中央体育館管理棟１階へ移転（消

費者ルーム廃止） 

  ２５年 ３月 ・石けん普及推進事業廃止 

２８年 ４月 

 

 

 

 

    ６月 

     

・柏市消費生活センター条例施行（消費者安全法の改正

（平成２８年４月施行）に伴うものであり，平成７年

４月に施行した条例（名称が同じ）とは，規定内容は

異なる） 

・柏市消費生活サポーター制度発足 

・市と市民公益活動団体（消費者３団体）が協働事業 

 「かしこい消費者の育成講座事業（９回講座）」を実 

 施。 

２９年 ４月 

 

 

   １１月 

 

・持ち込みによる食品・井戸水等の放射性物質食品等 

 の放射性物質測定業務について業者委託 

（ゲルマニウム半導体検出器による精密測定となる） 

・「消費者教育フェスタin柏」開催(主催：文部科学 

 省，共催：柏市，柏市教育委員会） 

３０年 ４月 

 

３１年 １月 

・「柏市消費者教育推進計画」策定（計画年度：平成 

 ３０年度～令和４年度） 

・「多重債務相談に応じる弁護士名簿配布にあたって 

 の協定書」を千葉県弁護士会と締結 
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令和 元年 ９月 

     １０月 

     １０月 

・柏市消費者行政推進協議会要領改正 

・柏市消費生活コーディネーター基準廃止 

・柏市消費生活コーディネーター設置要領施行  

   ２年 ４月 ・緊急事態宣言が発令され，新型コロナウイルス感染 

 症拡大防止の観点から，「消費生活相談の来所相談 

 を休止」及び「食品等の放射性物質測定を休止」 

 （休止期間：令和２年４月８日～令和２年５月２６ 

 日） 

   ３年 ３月 ・柏市経営戦略方針（柏市第五次総合計画 後期基本計 

 画)策定（消費生活相談体制の確保や，消費者教育・ 

 啓発の促進） 

   ５年 ３月 ・「柏市消費者教育推進計画」一部改訂（計画期間の 

 延長等） 
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第２節 組織  
 

 １ 部内構成（令和６年４月１日現在） 

市民生活部 

市民活動支援課 

 近隣センター（１９か所） 

スポーツ課 

市民課 

 出張所（柏駅前行政サービスセンターなど１１か所） 

 パスポートセンター 

消費生活センター 

沼南支所 
 

 ２ 職員構成（令和６年４月１日現在）  

 

   

 

 

 

 

 

 

 

  消費生活センター １４名     消費生活担当    １１名 

   所 長      １名            副主幹      ２名 

 主 幹      １名            主 事      ２名 

                   主事補      ０名 

                     消費生活相談員  ７名 

                     消費者教育相談員 ０名 

                    計量担当          １名 

                     主 任     １名 

                     主 事    （１）名 

                         （消費生活担当と兼務） 

区分  

所 
 

 

長 

主 
 

幹 

副 

主 

幹 
主 

 
 

任 

主 
 
 

事 

主 

事 

補 

消
費
生
活

相 

談 

員 

消
費
者
教

育
相
談
員 

 
 

 

計 

行政職員 １  １  ２  １  ２     ７  

会計年度

任用職員       ７  ０  ７  

計  １  １  ２  １  ２   ７  ０  １４  



5 

第３節 事務分掌（柏市行政組織規則） 
 

消費生活担当 

１ 消費生活に関する相談及び苦情の処理に関すること。 

２ 消費者教育の推進に関すること。 

３ 消費者教育推進計画に関すること。 

４ 柏市消費者行政推進協議会に関すること。 

５ 消費生活コーディネーターに関すること。 

計量担当 

６ 計量法（平成４年法律第５１号）に関すること。 

７ 消費生活用製品安全法（昭和４８年法律第３１号）に関

すること。 

８ 電気用品安全法（昭和３６年法律第２３４号）に関する

こと。 

９ ガス事業法（昭和２９年法律第５１号）に関すること。 

10 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法

律（昭和４２年法律第１４９号）に関すること。 

11 家庭用品品質表示法（昭和３７年法律第１０４号）に関

すること。 
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第４節 消費生活センター施設等の概要 
 

１ 所在地等 

  〒２７７－０００４ 

柏市柏下７３番地 柏市中央体育館管理棟１階 

電話番号 ０４－７１６３－５８５３（事務全般） 

     ０４－７１６４－４１００（消費生活相談専用） 

Ｆ  Ａ  Ｘ ０４－７１６４－４３２７（消費生活センター共用） 

E-mail   shohiseikatsu-c@city.kashiwa.chiba.jp 

 

２ 設置場所の変遷 

   昭和５０年５月１日 ファミリかしわ３階（現柏駅前行政サービスセ 

             ンター）に設置 

   平成１３年７月１日 そごう柏店アネックス館５階に移転 

   平成２４年８月６日 中央体育館管理棟１階に移転 

 

３ 施設規模 

 

  

 

 

 

 

 

 

 ４ 消費生活相談 

(1) 月曜日から金曜日まで（来所又は電話） 

    午前９時から午後４時３０分まで（祝日及び年末年始を除く） 

    ※ 消費生活相談員５名程度で対応 

  (2) 第３土曜日（電話のみ） 

    午前９時から午後４時３０分まで 

    ※ 消費生活相談員３名程度で対応 

 

 

区   分 面   積 

事務室    

相談室    

会議室 

倉庫     

９２．４０㎡ 

３２．３３㎡ 

３０．１０㎡ 

１６．８０㎡ 

合   計 １７１．６３㎡ 
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  (3) その他 

ＰＩＯ－ＮＥＴ（全国消費生活情報ネットワークシステム：国民生活セ

ンターと全国の消費生活センターをネットワークで結び，消費生活セン

ターに寄せられる消費生活に関する相談情報〔消費生活相談情報〕の収

集を行っているシステム）端末を８台設置 
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第２章 令和６年度事業実績 
 

第１節 消費生活相談の状況  
 

令和６年４月１日から令和７年３月３１日までに消費生活センターに寄せられ

た相談の概要は次のとおり。 

 

 １ 相談全体の概要 

➢ 市内の消費生活相談件数は３,７５８件 

   （対前年度比０.９％増加 令和５年度３,７２３件→令和６年度３,７５８件） 

➢ 高齢者(６０歳以上)の相談件数は１,６６０件で全相談の４割を超える 

   （対前年度比１１.５％増加 令和５年度１,４８９件→令和６年度１,６６０件） 

➢ 若者(２９歳以下)の相談件数は３４６件であり，前年度（４０５件）か

ら５９件の減少（対前年度比：８５.４％） 

 ２ 相談の特徴 

 知らない業者が訪問してきて「給湯器の無料点検」を名目に高額な交換

の契約をさせられたなど「給湯設備等」のトラブルに関する相談件数が

前年度から４.６４倍の増加 （令和５年度２２件→令和６年度１０２件） 

 ガス給湯器や分電盤などの無料点検を装って勧誘し，不要または過剰な

住宅設備工事の契約を迫られるといった「電話勧誘」に関する相談件数

が前年度から１.５９倍の増加 

    （電話勧誘：令和５年度１９４件→令和６年度３０９件） 

 高齢者（６０歳以上）の相談において，知らない業者が「ガス給湯器」

等の無料点検を装い在宅率の高い高齢者宅を訪問し，「すぐに交換しな

いと危険です」などとせかされて高額な交換の契約をしてしまい，後で

契約を取り消したいなどの相談が前年度から７.２倍に増加。また，分電

盤等の「無料点検」を装った電話勧誘により，不要または過剰な住宅設

備工事の契約を迫られるといった相談も増加，消費者が設備の劣化や安

全性についての説明に不安を抱き，高額な契約に至るケースが見られる

など，住宅設備に関する相談全体の増加が顕著となっている 

 若者（２９歳以下）からの相談では，著しく有利な条件を強調して電話

等で呼び出し，商品やサービスの契約をしてしまったなどといった「ア

ポイントメントセールス」に関する相談が前年度から増加，社会人経験

が浅く判断力が十分でない若年層が，巧妙な勧誘手口に巻き込まれてい

る可能性がうかがえる 


